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1.添付資料に係る補足説明資料 

 「通信連絡設備に関する関する説明書」に係る添付資料の記載内容を補足するための説明資料

リストを以下に示す。 

 

工認添付資料 1.補足説明資料 

Ⅴ-1-1-10 

通信連絡設備に関する説明書 

1.1 通信連絡設備の一覧 

1.2 多様性を確保した専用通信回線 

1.3 各重大事故時に使用する通信連絡設

備の使用方法及び使用場所について 

1.4 通信連絡設備が接続する無停電電源

装置の仕様 
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-
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 1
.
1
 
通

信
連

絡
設

備
の

一
覧
 
 

通
信

連
絡

設
備

の
一

覧
を
以
下

に
示
す

。
 

通
信

連
絡

設
備

（
発

電
所

内
）

の
一
覧

（
1
/
3）

 

主
要
設
備
 

容
量

（
注
１

）
 

写
真
等
 

設
計
基
準
事
故
対
処
設
備
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

送
受
話
器
 

（
ペ
ー
ジ
ン
グ
）
 

（
警
報
装
置
を
含
む
。）

 

約
33
0
台
 

・
緊
急
時
対
策
所
：
3
台
 

・
中
央
制
御
室
 
：
9
台
 

・
原
子
炉
建
屋
他
：
約

29
0
台
 

 
 
 
 
 
屋
外
：
約

20
台
 

－
 

       
 
送
受
話
器
（
ハ
ン
ド
セ
ッ
ト
）
 
 
 
送
受
話
器
（
ス
ピ
ー
カ
）
 

電
力

保
安
通

信
用

電
話

設

備
 

固
定
電
話
機

（
注
２

）
 

約
21
0
台
 

・
緊
急
時
対
策
所
：
4
台
 

・
中
央
制
御
室
 
：
5
台
 

・
原
子
炉
建
屋
他
：
約

20
0
台
 

－
 

       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
固
定
電
話
機
 

Ｐ
Ｈ
Ｓ
端
末

（
注
２

）
 

約
30
0
台
 

・
緊
急
時
対
策
所
 
：
約

40
台
 

・
中
央
制
御
室
 
 
：
4
台
 

・
発
電
所
員
他
配
備
：
約

25
0
台
 

－
 

      

Ｐ
Ｈ
Ｓ
端
末
 

Ｆ
Ａ
Ｘ

（
注
２

）
 

12
台
 

・
緊
急
時
対
策
所
：
1
台
 

・
中
央
制
御
室
 
：
1
台
 

・
原
子
炉
建
屋
他
：
10

台
 

－
 

      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｆ
Ａ
Ｘ
 

（
注

1）
設
置
又
は
保
管
場
所
並
び
に
容
量
は
，
原
子
力
防
災
訓
練
に
よ
り
実
効
性
を
確
認
し
，
必
要
に
応
じ
適
宜
改
善
し
て
い
く
。
 

（
注

2）
発
電
所
内
と
発
電
所
外
で
共
用
。
 

 
 



1
-
2 

 

通
信

連
絡

設
備

（
発

電
所

内
）

の
一
覧

（
2
/
3）

 

主
要
設
備
 

容
量

（
注
１

）
 

写
真
等
 

設
計
基
準
事
故
対
処
設
備
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

衛
星
電
話
設
備
 

固
定
型

（
注
２

）
 

8
台
 

・
緊
急
時
対
策
所
：
6
台
 

・
中
央
制
御
室
 
：
2
台
 

そ
の
他
：
一
式
 

（
原
子
炉
建
屋
）
 

・
衛

星
電

話
設

備
用

通
信

機
器

収
納

ラ
ッ

ク
（
中
央
制
御
室
）
 

・
屋
外
ア
ン
テ
ナ
 

（
緊
急
時
対
策
所
）
 

・
衛

星
電

話
設

備
用

通
信

機
器

収
納

ラ
ッ

ク
（
緊
急
時
対
策
所
）
 

・
屋
外
ア
ン
テ
ナ
 

同
左

（
注
３

）
 

     
 
 
 
 
 
固
定
型
 
 
 
 
 
屋
外
ア
ン
テ
ナ
 

 衛
星
電
話
設
備
用
通
信
機
器
収
納
ラ
ッ
ク
 

      
 
 
 
中
央
制
御
室
 
 
 
 
緊
急
時
対
策
所
 

携
帯
型

（
注
２

）
 

12
台
（
予
備

1
台
）
 

・
緊
急
時
対
策
所
：
11

台
（
予
備

1
台
）
 

・
原
子
力
館
：
1
台
 

11
台
（
予
備

1
台
）
（
注

３
）
 

・
緊
急
時
対
策
所
：
11

台
（
予
備

1
台
）
 

      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
携
帯
型
 

無
線
連
絡
設
備
 

固
定
型
 

3
台
 

・
緊
急
時
対
策
所
：
2
台
 

・
中
央
制
御
室
 
：
1
台
 

そ
の
他
：
一
式
 

（
原
子
炉
建
屋
）
 

 
・
屋
外
ア
ン
テ
ナ
 

（
緊
急
時
対
策
所
）
 

 
・
屋
外
ア
ン
テ
ナ
 

－
 

      

固
定
型
 
 
 
 
 
屋
外
ア
ン
テ
ナ
 

携
帯
型
 

約
50

台
（
予
備

1
台
）
 

・
緊
急
時
対
策
所
：
19

台
（
予
備

1
台
）
 

・
守
衛
所
他
：
約

30
台
 

約
19

台
（
予
備

1
台
）
（
注

３
）
 

・
緊
急
時
対
策
所
：
19

台
（
予
備

1
台
）
 

      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
携
帯
型
 

（
注

1）
設
置
又
は
保
管
場
所
並
び
に
容
量
は
，
原
子
力
防
災
訓
練
に
よ
り
実
効
性
を
確
認
し
，
必
要
に
応
じ
適
宜
改
善
し
て
い
く
。
 

（
注

2）
発
電
所
内
と
発
電
所
外
で
共
用
。
 

（
注

3）
設
計
基
準
事
故
時
及
び
重
大
事
故
等
時
と
も
に
使
用
す
る
。
 

 



1
-
3 

 

通
信

連
絡

設
備

（
発

電
所

内
）

の
一
覧

（
3
/
3）

 

主
要

設
備

 

容
量

（
注
１

）
 

写
真

等
 

設
計

基
準

事
故

対
処

設
備

 
重

大
事

故
等

対
処

設
備

 

携
行

型
有

線
通

話
装

置
 

15
台

（
予

備
2
台

）
 

・
緊

急
時

対
策

所
：

3
台

（
予

備
1
台

）
 

・
中

央
制

御
室

 
：

12
台

（
予

備
1
台

）
 

同
左

（
注
３

）
 

      
 

携
行

型
有

線
通

話
装
置

 
 

 
 

中
央

用
ケ

ー
ブ

ル
ド

ラ
ム

 

デ
ー

タ
伝

送
設

備
 

（
発

電
所

内
）

 

デ
ー

タ
伝
送

装
置

 

・
中

央
制

御
室

：
一

式
 

 
Ｓ

Ｐ
Ｄ

Ｓ
デ

ー
タ

収
納

盤
－

Ａ
，

Ｂ
 

 
Ｓ

Ｐ
Ｄ

Ｓ
入

出
力

制
御

盤
－

Ａ
，

Ｂ
 

 
Ｓ

Ｐ
Ｄ

Ｓ
イ

ン
タ

ー
フ

ェ
イ

ス
盤

 

・
原

子
炉

建
屋

原
子

炉
棟

：
一

式
 

無
線

通
信

用
ア

ン
テ

ナ
 

同
左

（
注
３

）
 

 

    

 
 

 Ｓ
Ｐ

Ｄ
Ｓ

デ
ー

タ
収

納
盤

 

 
 

 Ｓ
Ｐ

Ｄ
Ｓ

入
出

力
制

御
盤

 
 

 
 

無
線

通
信

用
ア

ン
テ

ナ
 

 
Ｓ

Ｐ
Ｄ

Ｓ
イ

ン
タ

ー
フ
ェ

ー
ス

盤
 

緊
急

時
対

策
支

援

シ
ス

テ
ム

伝
送

装

置
（

注
２
）
 

・
緊

急
時

対
策

所
建

屋
：

一
式

 

 
Ｓ

Ｐ
Ｄ

Ｓ
サ

ー
バ

盤
－

Ａ
，

Ｂ
 

 
Ｓ

Ｐ
Ｄ

Ｓ
通

信
盤

 

 
Ｓ

Ｐ
Ｄ

Ｓ
記

録
サ

ー
バ

盤
 

・
緊

急
時

対
策

所
建

屋
：

一
式

 

無
線

通
信

用
ア

ン
テ

ナ
 

同
左

（
注
３

）
 

 

    

 
 

 Ｓ
Ｐ

Ｄ
Ｓ

サ
ー

バ
盤
 

 
 

 Ｓ
Ｐ

Ｄ
Ｓ

通
信

盤
 

 
 

 
 

 
無

線
通

信
用

ア
ン

テ
ナ

 

 
 

Ｓ
Ｐ

Ｄ
Ｓ

記
録

サ
ー
バ

盤
 

Ｓ
Ｐ

Ｄ
Ｓ

デ
ー

タ

表
示

装
置
 

緊
急

時
対

策
所

：
1
台

 
同

左
（

注
３

）
 

  
 

    
 

 
 

 
Ｓ

Ｐ
Ｄ

Ｓ
デ
ー

タ
表

示
装

置
 

（
注

1）
設

置
又

は
保

管
場

所
並

び
に

容
量

は
，

原
子

力
防

災
訓

練
に

よ
り

実
効

性
を

確
認

し
，

必
要

に
応

じ
適

宜
改

善
し

て
い

く
。

 

（
注

2）
発

電
所

内
と

発
電

所
外

で
共

用
。
 

（
注

3）
設

計
基

準
事

故
時

及
び

重
大

事
故

等
時

と
も

に
使

用
す

る
。
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携行型有線通話装置 接続例 
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-
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通
信

連
絡

設
備

（
発

電
所

外
）

の
一
覧

（
1
/
3）

 

主
要
設
備
 

容
量

（
注
１

）
 

写
真
 

設
計
基
準
事
故
対
処
設
備
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

加
入
電
話
設
備
 

加
入
電
話
機
 

10
台
 

・
緊
急
時
対
策
所
：
9
台
 

・
中
央
制
御
室
 
：
1
台
 

※
：
災
害
時
優
先
契
約
あ
り
 

－
 

      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
加
入
電
話
機
 

加
入
Ｆ
Ａ
Ｘ
 

加
入
Ｆ
Ａ
Ｘ
 

－
 

     

加
入
Ｆ
Ａ
Ｘ
 

電
力

保
安
通

信
用

電
話

設

備
 

固
定
電
話
機

（
注
２

）
 

約
21
0
台
 

・
緊
急
時
対
策
所
：
4
台
 

・
中
央
制
御
室
 
：
5
台
 

・
原
子
炉
建
屋
他
：
約

20
0
台
 

－
 

       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
固
定
電
話
機
 

Ｐ
Ｈ
Ｓ
端
末

（
注
２

）
 

約
30
0
台
 

・
緊
急
時
対
策
所
 
：
約

40
台
 

・
中
央
制
御
室
 
 
：
4
台
 

・
発
電
所
員
他
配
備
：
約

25
0
台
 

－
 

      

Ｐ
Ｈ
Ｓ
端
末
 

Ｆ
Ａ
Ｘ

（
注
２

）
 

12
台
 

・
緊
急
時
対
策
所
：
1
台
 

・
中
央
制
御
室
 
：
1
台
 

・
原
子
炉
建
屋
他
：
10

台
 

－
 

      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｆ
Ａ
Ｘ
 

（
注

1）
設
置
又
は
保
管
場
所
並
び
に
容
量
は
，
原
子
力
防
災
訓
練
に
よ
り
実
効
性
を
確
認
し
，
必
要
に
応
じ
適
宜
改
善
し
て
い
く
。
 

（
注

2）
発
電
所
内
と
発
電
所
外
で
共
用
。
 

 
 



1
-
7 

通
信

連
絡

設
備

（
発

電
所

外
）

の
一
覧

（
2
/
3）

 

主
要
設
備
 

容
量

（
注
１

）
 

写
真
 

設
計
基
準
事
故
対
処
設
備
 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

テ
レ
ビ
会
議
シ
ス
テ
ム
（
社
内
）
 

一
式
 

・
緊
急
時
対
策
所
：
一
式
 

－
 

       
 
 
 
 
 
テ
レ
ビ
会
議
シ
ス
テ
ム
（
社
内
）
 

衛
星
電
話
設
備
 

固
定
型

（
注

２
）
 

8
台
 

・
緊
急
時
対
策
所
：
6
台
 

・
中
央
制
御
室
 
：
2
台
 

そ
の
他
：
一
式
 

（
原
子
炉
建
屋
）
 

・
衛

星
電

話
設

備
用

通
信

機
器

収
納

ラ
ッ

ク
（
中
央
制
御
室
）
 

・
屋
外
ア
ン
テ
ナ
 

（
緊
急
時
対
策
所
）
 

・
衛

星
電

話
設

備
用

通
信

機
器

収
納

ラ
ッ

ク
（
緊
急
時
対
策
所
）
 

・
屋
外
ア
ン
テ
ナ
 

同
左

（
注
３

）
 

     
 
 
 
 
 
固
定
型
 
 
 
 
 
屋
外
ア
ン
テ
ナ
 

 衛
星
電
話
設
備
用
通
信
機
器
収
納
ラ
ッ
ク
 

      
 
 
 
中
央
制
御
室
 
 
 
 
緊
急
時
対
策
所

 

携
帯
型

（
注

２
）
 

12
台
（
予
備

1
台
）
 

・
緊
急
時
対
策
所
：
11

台
（
予
備

1
台
）
 

・
原
子
力
館
：
1
台
 

11
台
（
予
備

1
台
）
（
注

３
）
 

・
緊
急
時
対
策
所
：
11

台
（
予
備

1
台
）
 

      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
携
帯
型

 
（
注

1）
設
置
又
は
保
管
場
所
並
び
に
容
量
は
，
原
子
力
防
災
訓
練
に
よ
り
実
効
性
を
確
認
し
，
必
要
に
応
じ
適
宜
改
善
し
て
い
く
。
 

（
注

2）
発
電
所
内
と
発
電
所
外
で
共
用
。
 

（
注

3）
設
計
基
準
事
故
時
及
び
重
大
事
故
等
時
と
も
に
使
用
す
る
。
 

 
 



1
-
8 

通
信

連
絡

設
備

（
発

電
所

外
）

の
一
覧

（
3
/
3）

 

主
要

設
備

 

容
量

（
注
１

）
 

写
真

 
設

計
基

準
事

故
対

処
設

備
 

重
大

事
故

等
対

処
設

備
 

統
合

原
子

力
防

災

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

に

接
続

す
る

通
信

連

絡
設

備
 

テ
レ

ビ
会

議
シ

ス
テ

ム
 

一
式

 

・
緊

急
時

対
策

所
 

同
左

（
注
３

）
 

    
 

 
 

 
 

 
 

有
線
系

，
衛

星
系

 

Ｉ
Ｐ

電
話

 

6
台

（
有

線
系

：
4
台

，
衛

星
系

；
2
台

）
 

・
緊

急
時

対
策

所
：

6
台

 

（
有

線
系

：
4
台

，
衛

星
系

：
2
台

）
 

同
左

（
注
３

）
 

      
 

 
 

 
 

有
線

系
 
 

 
 

 
 

 
衛

星
系

 

Ｉ
Ｐ

－
Ｆ

Ａ
Ｘ

 

3
台

（
有

線
系

：
2
台

，
衛

星
系

：
1
台

）
 

・
緊

急
時

対
策

所
：

3
台

 

（
有

線
系

：
2
台

，
衛

星
系

：
1
台

）
 

同
左

（
注
３

）
 

      
 

 
 

 
 

 
有

線
系
 

 
 

 
 

 
衛

星
系

 

そ
の

他
 

一
式

 

・
Ｌ

Ａ
Ｎ

収
容

架
 

・
衛

星
ア

ン
テ

ナ
 

同
左

（
注
３

）
 

      
 

 
 

 
 

 
 

 
衛
星

ア
ン

テ
ナ

 

デ
ー

タ
伝

送
設

備
 

（
発

電
所

外
）

 

緊
急

時
対

策
支

援
シ

ス
テ

ム
伝

送
装

置
（

注
２
）
 

・
緊

急
時

対
策

所
建

屋
：

一
式

 

 
Ｓ

Ｐ
Ｄ

Ｓ
サ

ー
バ

盤
－

Ａ
，

Ｂ
 

 
Ｓ

Ｐ
Ｄ

Ｓ
通

信
盤

 

 
Ｓ

Ｐ
Ｄ

Ｓ
記

録
サ

ー
バ

盤
 

同
左

（
注
３

）
 

 

     

 
 

 
 

 
 

 
 Ｓ

Ｐ
Ｄ

Ｓ
サ

ー
バ

盤
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 Ｓ
Ｐ

Ｄ
Ｓ

通
信

盤
 

 

 
 

 
 

 
 

 
Ｓ

Ｐ
Ｄ
Ｓ

記
録

サ
ー

バ
盤

 

 
（

注
1）

設
置

又
は

保
管

場
所

並
び

に
容

量
は

，
原

子
力

防
災

訓
練

に
よ

り
実

効
性

を
確

認
し

，
必

要
に

応
じ

適
宜

改
善

し
て

い
く

。
 

（
注

2）
発

電
所

内
と

発
電

所
外

で
共

用
。
 

（
注

3）
設

計
基

準
事

故
時

及
び

重
大

事
故

等
時

と
も

に
使

用
す

る
。

 



2
-
1 

1
.
2
 
多

様
性

を
確

保
し

た
専
用
通

信
回

線
 

通
信

連
絡

設
備

（
発

電
所

外
）

は
，
有

線
系

，
無

線
系

，
衛

星
系
回

線
に

よ
る

通
信

方
式

を
備
え

た
構

成
の

通
信

回
線

に
接
続

す
る

。
 

 
こ

の
う

ち
，

電
力

保
安

通
信

用
電
話

設
備

（
固

定
電

話
機

，
Ｐ
Ｈ

Ｓ
端

末
及

び
Ｆ

Ａ
Ｘ

）
，
テ

レ
ビ

会
議

シ
ス

テ
ム
（

社
内
）
，
統

合
原

子
力

防
災
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク

に
接

続
す

る
通

信
連

絡
設

備
（

テ
レ

ビ
会

議
シ
ス

テ
ム

，
Ｉ

Ｐ
電

話
及

び
Ｉ
Ｐ

－
Ｆ

Ａ
Ｘ

）
及

び
デ

ー
タ
伝

送
設

備
は

，
専

用
通

信
回
線

に
接

続
し

，
輻

輳
に

よ
る
使

用
制

限
又
は
通

信

事
業

者
に

よ
る

通
信

制
限

を
受

け
る
こ

と
な

く
常

時
使

用
で

き
る
設

計
と

す
る

。
 

 
こ

れ
ら

の
専

用
通

信
回

線
の

種
別
及

び
必

要
容

量
の

関
係

を
以
下

に
示

す
。
 

設
備
 

通
信
回
線
 

回
線
種
別
 

専
用
 

輻
輳

（
注

１
）
 

必
要
容
量
 

回
線
容
量
 

電
力
保
安
通
信
用
 

電
話
設
備
（
固
定
電
話
機
，
Ｐ
Ｈ
Ｓ
端
末
及
び

Ｆ
Ａ
Ｘ
）
 

電
力
保
安
通
信
回
線
 

無
線
系
回
線
 

○
 

◎
 

6
M
bp
s 

6
M
bp
s 

加
入
電
話
設
備
 

加
入
電
話
 

通
信
事
業
者
回
線
 

有
線
系
回
線
 

－
 

×
 

1
0
回
線
 

1
0
回
線
 

加
入
Ｆ
Ａ
Ｘ
 

2
回
線
 

2
回
線
 

電
力
保
安
通
信
用
電
話

設
備
接
続

（
注

２
）
 

9
8
回
線
 

9
8
回
線
 

衛
星
電
話
設
備
（
固
定
型
）
 

通
信
事
業
者
回
線
 

衛
星
系
回
線
 

－
 

○
 

8
回
線
 

8
回
線
 

衛
星
電
話
設
備
（
携
帯
型
）
 

通
信
事
業
者
回
線
 

衛
星
系
回
線
 

－
 

○
 

1
2
回
線
 

1
2
回
線
 

専
用
電
話
（
ホ
ッ
ト
ラ
イ
ン
）
 

（
地
方
公
共
団
体
向
）
 

通
信
事
業
者
回
線
 

有
線
系
回
線
 

－
 

○
 

1
回
線
 

1
回
線
 

統
合
原
子
力
防
災

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に

接
続
す
る
通
信
連

絡
設
備
 

Ｉ
Ｐ
電
話
 

通
信
事
業
者
回
線
 

有
線
系
回
線
 

○
 

◎
 

6
4
0k
bp
s 

2
.
9M
bp
s 

5
M
bp
s 

Ｉ
Ｐ
－
Ｆ
Ａ
Ｘ
 

2
5
6k
bp
s 

テ
レ
ビ
会
議
シ
ス
テ
ム
 

2
M
bp
s 

デ
ー
タ
伝
送
設
備
（
緊

急
時
対
策
支
援
シ
ス
テ

ム
伝
送
装
置
）
 

3
2
kb
ps
 

Ｉ
Ｐ
電
話
 

通
信
事
業
者
回
線
 

衛
星
系
回
線
 

○
 

◎
 

1
6
kb
ps
 

2
2
6k
bp
s 

3
8
4k
bp
s 

Ｉ
Ｐ
－
Ｆ
Ａ
Ｘ
 

5
0
kb
ps
 

テ
レ
ビ
会
議
シ
ス
テ
ム
 

1
2
8k
bp
s 

デ
ー
タ
伝
送
設
備
 

（
緊
急
時
対
策
支
援
シ
ス
テ
ム
伝
送
装
置
）
 

3
2
kb
ps
 

（
注

1）
◎
：

制
限

な
し

 
〇

：
制
限

の
お

そ
れ

が
少

な
い

 
×
：

制
限

の
お

そ
れ

が
あ

る
 

（
注

2）
加
入

電
話

設
備

に
接

続
さ
れ

て
お

り
，

発
電

所
外

へ
の
連

絡
も

可
能

で
あ

る
。
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1.3 各重大事故時に必要な通信連絡設備の容量 

○ 携行型有線通話装置 

 携行型有線通話装置は，中央制御室に 12台及び緊急時対策所 3台保管しており，各事故の使用

する必要台数（次表）以上を保管している。 

各事故シーケンスグループ等 

原子炉建屋付属棟 

－：作業無 原子炉建屋 

原子炉棟 

－：作業無 

原子炉建屋 

廃棄物処理棟 

－：作業無 

合計 
中央制御室 

－：作業無 
 

運転中の原子炉における重

大事故に至るおそれがある

事故（炉心の著しい損傷） 

①-1 高圧・低圧注水機能喪失 2 － － 3 5 

①-2 高圧注水・減圧機能喪失 － － － － － 

①-3-1 全交流動力電源喪失（長期ＴＢ） 2 2 8 － 12 

①-3-2 
全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，Ｔ

ＢＵ） 
2 2 8 － 12 

①-3-3 全交流動力電源喪失（ＴＢＰ） 2 2 8 － 12 

①-4-1 
崩壊熱除去機能喪失（取水機能が

喪失した場合） 
2 2 － － 4 

①-4-2 
崩壊熱除去機能機能（残留熱除去

系が故障した場合） 
2 － － 3 5 

①-5 原子炉停止機能喪失 － － － － － 

①-6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 2 － － 3 5 

①-7 
格納容器バイパス（インターフェ

イスシステムＬＯＣＡ） 
2 － 4 － 6 

①-8 津波浸水による注水機能喪失 2 2 － － 4 

重大事故 

（原子炉格納容器の 

破損の防止） 

②-1-1 

雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）（代替

循環冷却系を使用する場合） 

2 2 － － 4 

②-1-2 

雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）（代替

循環冷却系を使用できない場合） 

2 2 － 3 7 

②-2 
高圧溶融物放出／格納容器雰囲気

直接加熱 
2 2 － 3 7 

②-3 
原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷

却材相互作用 
2 2 － 3 7 

②-4 水素燃焼 2 2 － 3 7 

②-5 溶融炉心・コンクリート相互作用 2 2 － 3 7 

使用済燃料プールにおける

重大事故（使用済燃料貯蔵

槽内の燃料破損の防止） 

③-1 想定事故１ － － － － － 

③-2 想定事故２ － － － － － 

運転停止中の原子炉におけ

る重大事故に至るおそれが

ある事故（運転停止中原子

炉内の燃料損傷の防止） 

④-1 

崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪

失） 

2 2 － － 4 

④-2 全交流動力電源喪失 2 2 － － 4 

④-3 原子炉冷却材の流出 － － － － － 

④-4 反応度の誤投入 － － － － － 
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〇 衛星電話設備（固定型）及び衛星電話設備（携行型） 

 衛星電話設備（固定型）は，中央制御室に 2 台及び緊急時対策所に 6 台設置している。また，衛

星電話設備（携帯型）は，緊急時対策所に 11 台設置しており，各事故シーケンスグループ等で使

用する必要台数（次表）以上を設置している。 

各事故シーケンスグループ等 

屋内 

（中央制御室） 

－：作業無 

屋内 

（緊急時対策所） 

－：作業無 

屋外 

－：作業無 

衛星電話設備（固定型） 衛星電話設備（固定型） 衛星電話設備（携帯型） 

運転中の原子炉における重

大事故に至るおそれがある

事故（炉心の著しい損傷） 

①-1 高圧・低圧注水機能喪失 1 3 2 

①-2 高圧注水・減圧機能喪失 － － － 

①-3-1 全交流動力電源喪失（長期ＴＢ） 1 3 2 

①-3-2 
全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，Ｔ

ＢＵ） 
1 3 2 

①-3-3 全交流動力電源喪失（ＴＢＰ） 1 3 2 

①-4-1 
崩壊熱除去機能喪失（取水機能が

喪失した場合） 
－ － － 

①-4-2 
崩壊熱除去機能機能（残留熱除去

系が故障した場合） 
1 3 2 

①-5 原子炉停止機能喪失 － － － 

①-6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 1 3 2 

①-7 
格納容器バイパス（インターフェ

イスシステムＬＯＣＡ） 
－ － － 

①-8 津波浸水による注水機能喪失 1 3 2 

重大事故 

（原子炉格納容器の 

破損の防止） 

②-1-1 

雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）（代替

循環冷却系を使用する場合） 

－ － － 

②-1-2 

雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）（代替

循環冷却系を使用できない場合） 

1 3 2 

②-2 
高圧溶融物放出／格納容器雰囲気

直接加熱 
－ － － 

②-3 
原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷

却材相互作用 
－ － － 

②-4 水素燃焼 － － － 

②-5 溶融炉心・コンクリート相互作用 － － － 

使用済燃料プールにおける

重大事故（使用済燃料貯蔵

槽内の燃料破損の防止） 

③-1 想定事故１ 1 3 2 

③-2 想定事故２ 1 3 2 

運転停止中の原子炉におけ

る重大事故に至るおそれが

ある事故（運転停止中原子

炉内の燃料損傷の防止） 

④-1 

崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪

失） 

－ － － 

④-2 全交流動力電源喪失 － － － 

④-3 原子炉冷却材の流出 － － － 

④-4 反応度の誤投入 － － － 
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〇 無線連絡設備（携行型） 

 無線連絡設備（携帯型）は，緊急時対策所に 19台設置しており，各事故シーケンスグループ等

で使用する必要台数（次表）以上を設置している。 

各事故シーケンスグループ等 

屋外 

－：作業無 

無線連絡設備（携帯型） 

運転中の原子炉における重

大事故に至るおそれがある

事故（炉心の著しい損傷） 

①-1 高圧・低圧注水機能喪失 5 

①-2 高圧注水・減圧機能喪失 － 

①-3-1 全交流動力電源喪失（長期ＴＢ） 5 

①-3-2 
全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，Ｔ

ＢＵ） 
5 

①-3-3 全交流動力電源喪失（ＴＢＰ） 5 

①-4-1 
崩壊熱除去機能喪失（取水機能が

喪失した場合） 
－ 

①-4-2 
崩壊熱除去機能機能（残留熱除去

系が故障した場合） 
5 

①-5 原子炉停止機能喪失 － 

①-6 ＬＯＣＡ時注水機能喪失 5 

①-7 
格納容器バイパス（インターフェ

イスシステムＬＯＣＡ） 
－ 

①-8 津波浸水による注水機能喪失 5 

重大事故 

（原子炉格納容器の 

破損の防止） 

②-1-1 

雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）（代替

循環冷却系を使用する場合） 

－ 

②-1-2 

雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）（代替

循環冷却系を使用できない場合） 

5 

②-2 
高圧溶融物放出／格納容器雰囲気

直接加熱 
－ 

②-3 
原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷

却材相互作用 
－ 

②-4 水素燃焼 － 

②-5 溶融炉心・コンクリート相互作用 － 

使用済燃料プールにおける

重大事故（使用済燃料貯蔵

槽内の燃料破損の防止） 

③-1 想定事故１ 5 

③-2 想定事故２ 5 

運転停止中の原子炉におけ

る重大事故に至るおそれが

ある事故（運転停止中原子

炉内の燃料損傷の防止） 

④-1 

崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪

失） 

－ 

④-2 全交流動力電源喪失 － 

④-3 原子炉冷却材の流出 － 

④-4 反応度の誤投入 － 
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1.4 通信連絡設備が接続する無停電電源の仕様 

○ 別図に示す通信連絡設備が接続する無停電電源（交流）①及び②の仕様は下表のとおり。 

無停電電源 
給電が必要な 

通信連絡設備 
容量 停電補償時間 

① 
衛星電話設備 

（固定型）等 
15kVA 2 時間以上 

② 
緊急時対策支援 

システム伝送装置等 
50kVA 1 時間以上 

 

○ 別図に示す無停電電源（直流）１及び２の仕様は下表のとおり。 

無停電電源 
給電が必要な 

通信連絡設備 
容量 停電補償時間 

１ 
送受話器 

（ページング） 
400Ah 瞬停対策 

２ 
電力保安通信用電話設

備（固定電話機）等 
400Ah 瞬停対策 
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